
5.4.3 提案方 法の検 証

(1) 層間変位 に関す る推定値の精度

固有周期 を変動因子 とした構造物群の各層の層 間変位 について、地震応答解析 による最大応答値

を提案方法による推定値で除 した推定値比rを 求める。地震動時刻歴ご とのi層 の層 間変位 に関す

る推定値比ri-eqは式5.4.11で 表される。

(5.4.11)

ここに、δi-eq:地震動時刻歴eqに よるi層 の最大応答層間変位、δi-s:提案方法によるi層 の最大

応答層間変位の推定値である。

1種 類 の構造物 と応答スペク トルの組み合 わせに対 して、層数12層 、地震動時刻歴数5、 全体塑

性率数20を 掛 け合わせた合計1200個 ずつの推定値比ri-eqが算定 される。 この推定値比の とる値 を数

領域に分けた ときの、度数の分布 を図5.4.7に 示す。推定値比が大 きいほど、推定値が過小評価 であ

ることを示す。

すべ ての構造物 に対 して、50%以 上の推定値 比は0.75～1.25の 範囲に含 まれてい る。構造物12e

よりも固有周期の短い構造物では、推定値比が1.25を 超 える例 はまれである。構造 物12bや 構造物

12cと 応答スペク トルSa4の 組み合 わせで、0.75～1.0の 範囲にある推定値比の度数が大 きく、最 も

推定がうまくいっていると言える。一方、構造物12fや 構造物12gに おいては、推定値比が1.5を 超

える例 も見 られる。同時に、0.25～0.5の 範 囲にある推定値比の度数 も増大する。図5.4.3 (8) (9) に

示 した解析例 のように、推定値比が大 きくなるのは、全体塑性率が大 きい場合の6層 付近であ り、

推定値比が小 さくなるのは、全体塑性率が大 きい場合の上層部お よび下層部である。

全体 塑性 率1.0、2.0お よび3.0に つ いて、構造 物 と応 答 スペ ク トル の組 み合 わせ ご との推 定値 比 の

最 大値rmaxを 図5.4.8に 示 す。最大 推定値 比rmaxは 、全12層 、5種 類 の 地震動 時 刻歴 中の最 大値 であ

り、式5.4.12で 表 され る。 最大推 定値 比rmaxが1.0に 近 い ほ ど、 良好 な推 定 であ る こ と を示 す。

(5.4.12)

ここに、δj-ieq:ieq個目の地震動時刻歴 によるj層 の最大応答層 間変位、δjs: 提案方法 によるj層

の最大応答層間変位の推定値である。

全体塑性率1.0で は、構造物12dよ りも固有周期の短 い構造 物において最大推定値比 は1.2未 満で

あ り、固有周期が長 くなるほど増大する傾向がある。例外的 に、構造物12eと 応答 スペ ク トルSa1

お よびSa2の 組み合 わせ において最大推定値比は1.5を 超 えて大 きい。図5.4.3 (6) に示 した ように、

5種 類の地震動時刻歴のうちの1種 類 のみにおいて、上層部の変形が突出 した変形分布 とな り、モ

ー ドの差分による推定値 を大 きく超 えたためである。全体塑性率2.0に おいては、全構造物 において

最大推定値比は1.2～1.4程 度である。固有周期 によらず、概ね推定が良好である。全体塑性率3.0

については、固有周期の長い構造 物ほど、最大推定値比が大 きい。図5.4.3 (8) (9) に示 した解析例の

ように、6層 付近の推定値比が増大するためである。
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3種 類の構造物 と応答スペク トルの組み合わせ について、層 ごとの推定値比ri・maxと全体塑性率の

関係 を図5.4.9に 示 す 。同 図 は、構造 物12aと 応 答 スペ ク トルSa4の 組 み あわせ (以 下 、12a-Sa4と 略

記)、 構造 物12cと 応答 スペ ク トルSa2の 組 み合 わせ (12c-Sa2)、 お よび構造 物12gと 応答スペ ク ト

ルSa1の 組 み 合 わせ (12g-Sa1) の3種 類の組み合わせ について、1層 の推定値比ri・max、5層 およ

び6層 の推定値比の大 き い 方r5, 6・max、 および12層 の推定値 比r12・maxを 示 してい る。 なお 、層 ご との

推 定 値 比ri・maxは 、 5種 類の地震動時刻歴 における最大値であ り、式5.4.13で 表 さ れ る 。

(5.4.13)

こ こに、δi・ieq: ieq個目の地 震 動時 刻歴 に よるi層 の最 大応 答層 間変 位、 δi・s: 提案方法によるi層

の最大応答層間変位の推定値である。

12a-Sa4で は、すべ ての全 体 塑性 率 にお い て、 1層 の推定値比が全層の最大 に相当する。1層 の推

定値比 は、全体塑性率 に関わ らず、概 ね1.25未 満 で あ る。一 方、12層 の推定 値比 は、つ ね に1.0未 満

であ り、全体塑性率が増大するほ ど小 さくなる。全体塑性率が増大す る ほ ど、 モ ー ドの差分 に よる

漸増載荷解析が上層部における過大な推定値 を与 えている ことを示 している。これ に対 し12c-Sa2

お よび12e-Sa3で は、概 ね、5層 ある いは6層 の推定値比が全層の最大値であ り、 1層 の推定値比や

12層 の推定値比 は概 ね1.0未 満である。特 に、12g-Sa1で は、全体 塑性 率 が大 きい領域で、5層 お よ

び6層 の推定値比が大 き く、1.6程 度 に達する。また、12g-Sa1で は、全体 塑性 率1.2で の み12層 の推

定値比が著 しく大 きい。これ は、 図5.4.3 (6) に示 した解析 例 と同類 であ り、 5種 類の地震動時刻歴

の うちのtns1に 対 しての み 、上層部の変形が突出 した応答である。

(2) 層せん断力の割 り増 し係数

層せ ん断力 と曲げモーメ ン トの分布の一例 として、構造物12g、 加速度応答スペ ク トルSa1、 全体

塑性 率2.0の 組 み合 わせ (以下 、12g-Sa1-2.0と 略記)  を採 り上げ、地震応答解析結果と提案方法に

よる推 定値 の比 較 を図5.4.10に 示 す。層せ ん断力は、該当層以上の重量で除した層せん断力係数と

して示 してい る。

地震応答解析による最大応答層せ ん断力は、9層 お よび10層 を除 くすべ て の層 にお い て、モ ー ド

の直和 および差分 の大 きい方の漸増載荷解析結果を上回っている。地震応答解析による最大応答値

と提 案方 法 に よる推定 値 の比 は、1層 で1.18、5層 で1.22、12層 で1.59で あ り、特に最上層におい

て大 きい。高次 モー ドによる各層 の応答層せ ん断力の上昇 は、2モ ー ドの絶対値和では考慮するも

の よ りも大 きい。柱 の 曲げ モ ーメ ン トについて も、地震応答解析による最大応答値は提案方法によ

る推定値 を上回る場合がある。特 に、各層 の柱 の上下端のうち、曲げモ ー メ ン トの小 さい方 の端 で 、

推定値が小 さい傾向がある。地震応答解析による最大応答値と提案方法 による推定値の比は、12層

柱 脚 で3.18、1層 柱 頭 で1.90で あ る。柱 の片端が曲げ降伏に至る1層 お よび12層 (12層柱頭は曲げ

降伏 しないが、梁の曲げ降伏 によ り、その曲げモーメン トは頭打 ちになる)  では、最大応答層せ ん

断力の比率の2.0倍 程度の差が生 じる こ とに なる。中 間層 の柱 にお いて は、地震応答解析による最大

応答値と提案方法による推定値の 比 は 、0.78～1.57倍 で あ る 。
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各層 の最大応 答層 せ ん断力 に関す る推 定値 比qi・maxを 図5.4.11に 示す 。 同図 は、7種 類 の構 造 物 、

4種 類 の加 速度 応答 スペ ク トルお よび20種 類 の全 体 塑性 率 を掛 け合 せ た合計560通 りの組 み合 わせ

につい て、横軸 を全 体塑性 率 と して プ ロ ッ トして い る。記号 は、構 造物 を色 で 区別 し、加 速 度応 答

ス ペ ク トル を数字 で区別 してい る。図5.4.11 (1) は、1層 か ら10層 まで の うち、5層 お よび6層 を除

く8つ の層 の 中の最大推 定値 比q1-4, 7-10・maxを示 し、(2) は12層 の推定 値 比q12・maxを 示 してい る。なお 、

最大 応答 層せ ん断力 に関す る層 ご との推定 値 比qi・maxは 、式5.4.14で 与 え られ、最大 応答 層 せ ん断力

の推定 に際 しては これ に相 当す る割 り増 し係 数が必 要 とな る。

(5.4.14)

ここに、Qi・ieq: ieq個目の地震動時刻歴 によるi層 の最大応答層せ ん断力、Qi・s: 提案方法によるi

層 の最大応答層せん断力の推定値 である。

1～4お よび7～10層 の最大推定値比 は、構造物の固有周期が短い構造物12aか ら12dま ででは、

1.0～1.1程 度である。構造物12eか ら12gま でについて も概 ね1.0～1.2で あるが、構造物12gと 応答

スペク トルSa1あ るいはSa2と の組み合 わせの全体塑性率2.8以 上でのみ1層 の推定値比が1.4に 達

する。構造物12eよ り固有周期が長い構造物においては、短周期 における加速度応答の大 きい応答

スペク トルほ ど最大推定値比が若干なが ら大 きい。 なお、5層 お よび6層 の推定値比は、1～4お

よび7～10層 の最大推定値 を若干上回る場合が多 く、構造 物12aか ら12dま ででは1.0～1.2程 度、構

造物12eか ら12gま ででは1.0～1.4程 度である。11層 の推定値比 については、1～4お よび7～10

層の最大推定値 を上回る場合 もあるが、概 ね、それ と大差 はない。

12層 の推定値比については、全体塑性率が増大する と、他の層 の推定値比に比べ て著 しく大 きく

なる場合が多い。固有周期が短い構造物 と短周期の加速度応答の小 さい応答スペ ク トル との組み合

わせおいては、全体塑性率が大 きい領域で も推定値 は1.0程 度 と割 り増 しの必要がない。構造物の固

有周期が長いほど推定値比 は大 きく、1.5を 超える場合が多 く、最大で1.9程 度 に達する。構造物12d

や12eで は、全体塑性率が0.8～1.4程 度の比較的小 さい領域 において も、推定値比が大 き くなる場

合がある。これは、最大応答層 間変位で も見 られたように、5種 類 の地震動時刻歴の うち、上層部

に図抜けて大 きい応答 を与える地震動時刻歴が1波 存在するためである。

本来、最大応答層せん断力の推定において も、最大応答層間変位 と同様 に、割 り増 し係数 を用い

ない推定方法が理想的である。 しか し、モー ドの直和および差分 の2種 類の漸増載荷解析結果のみ

では、それは不可能である。3.3.4 (2) における検討の ように、最大応答層せ ん断力の分布 に関 して

は、3次 や4次 以上の成分 も無視 し得 ないほど大 きいためである。

i層 の最大応答層せん断力の推定値 をN次 までのモー ドの応答層せん断力の絶対値和 とすれば、

1次 モー ドの応答層せん断力に対する推定最大応答層せん断力の増幅率ωQ・iは式5.4.15で ある。

(5.4.15)

こ こに、mk: k階 の質量 、mβmuk: k層 のm次 刺 激 関数 、n: 階数 で あ る。 なお 、Nは 考慮 す る次 数 で

あ る。 また、mSaは 、弾塑性 域 にお け るm次 モー ドの加 速度 応答 値 で あ り、弾性 応 答 スペ ク トル を用
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いて推定する。等価周期 の与え方 は、5.4.1 (3) 2次 モー ドの係数 に示 した方法4と する。 これは、

高次 モー ドによる層せん断力の増大 は、最大応答点付近の周期特性の影響 を強 く受 けると考 えられ

るか らである。

今、モー ドの直和お よび差分の2種 類の漸増載荷解析 を行 うことを前提 としているので、1次 モ

ー ドの最大応答層せん断力を2種 類の漸増載荷解析結果の平均値として算出し、これに割り増し係

数 と して式5.4.15に よる増 幅率 ωQ・iを乗 じて最大 応答層 せ ん断力 の推定 値 とす る。 す な わち、i層

の最 大応 答層 せ ん断力 の推定 値Qi・sは 、式5.4.16と なる。

(5.4.16)

こ こに、Qi・SUM、Qi・DIF: i層の層 せ ん 断力 に関す る漸増 載荷 解析 結 果 であ り、前者はモー ドの直和 、

後者 はモー ドの差分による。

考 慮 す る次 数Nを 変化 させ た場 合 の各層 の最大 応答 層せ ん断力 に 関す る推 定値 比qi・maxの 変化 を

図5.4.12に 示す 。 まず 、構 造 物 と加速 度応 答 スペ ク トル の組 み合 わせ ご とに、各全 体 塑性 率 にお け

る1層 か ら11層 まで の最大 推 定値 比q1-11・maxお よび12層 の推 定値 比q12・maxを 算 出す る。 図5.4.12で

は、28組 の構 造物 と応答 スペ ク トル の組 み合 わせ の うち の最 大値 お よび最 小値 のみ を示 してい る。

これ は、図5.4.11に お ける上側 の包絡 線 と下側 の包 絡線 に対 応 す る。 なお、 最大応 答層 せ ん断力 に

関す る層 ご との推 定 値比qi・maxは 式5.4.17に よる。

(5.4.17)

ここに、Qi・ieq: ieq個目の地震動時刻歴 によるi層 の最大応答層せん断力である。

1～11層 の最大推定値比 は、2次 モー ドのみの考慮では最大1.5程 度に達す るが、3次 モー ドを考

慮 に入れ ることに より最大は1.3程 度 に減少 し、さらに4次 モー ドを考慮 に加えると最大 は1.14で あ

る。それ以上 に次数 を増大 させて も、最大推定値比の最大 はほ とん ど変化がない。最大推定値比 の

最小 は、考慮する次数 を増大 させて も変化が小 さい。4次 モー ドまで考慮すれば、すべての構造物

と応答スペク トルの組み合わせで最大推定値比が1.0程 度 になる。

12層 については、2次 モー ドまでの考慮 では推定値比の最大 は1.5を 超 える。図5.4.11に おいて、

全体塑性率3.0～4.0程 度では、固有周期の長い構造物12gほ ど推定値比が大 きかった。 しか し、 こ

こでは、増幅係数ωQ・iの算定における等価周期の与 え方 を5.4.1 (3) に示 した方法4と しているので、

構造物12gや12fで は2次 モー ドのみの考慮で も増幅係数が大 きく、推定値比は構造物12gで1.1程

度、構造物12fで1.3程 度 に縮小 される。最大 は、構造物12dと 応答スペク トルSa1の 組み合 わせに

よって与 えられる。 この組み合 わせで も3次 モー ドを考慮に入れれば、推定値比は1.25程 度 に大幅

に減少す る。4次 モー ドまで考慮すれば、すべての構造物 と応答スペ ク トルの組み合 わせについて、

推定値比 は概 ね1.1未 満 に収 まるようになる。一方で、構造物12gや12fで は次数 を増大 させ るごと

に過大評価 の度合 いが増 し、構造物12gの 推定値比 は3次 モー ドまででは0.75程 度、4次 モー ドを

加 えると0.6程 度である。 もともと推定値比が小 さい構造物12aと 応答スペク トルSa4の 組み合わせ

では、高次 モー ドの影響が小 さいので、次数の増大 による推定値比 の変化は比較的小 さい。推定値

比 は、2次 まででは0.97、3次 まででは0.89、4次 まででは0.85で ある。なお、全体塑性率1.4に つ

いて推定値比が大 きいが、これは構造物12dと 応答スペ ク トルSa1お よびSa2の 組み合 わせ によるも
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のである。4次 モー ドまでの考慮が妥当であるが、固有周期の長い構造物では最上層 の最大応答層

せ ん断力を過大評価す ることになる。

5.4.4 諸 因子 の影響

(1) 設計外力分布形の影響

設計外力分布形 を変動 させた3種 類 の構造物における部材の塑性率の分布 について、地震応答解

析結果 と提案方法による推定値の比較 を図5.4.13に 示す。応答スペ ク トルSa2と 全体塑性率2.0と の

組み合 わせ (12c-Sa2-2.0)、 および応答スペク トルSa4と 全体塑性率4.0の 組み合わせ (12c-Sa4-4.0)

を採 り上げて示 している。また、3種 類の構造物 と応答スペ ク トルSa2お よびSa4の 組み合わせ にお

ける最大応答層 間変位 について、1層 の推定値比r1・max、5層および6層 の推定値比の大 きい方r5,6・max、

お よび12層 の推定値比r12・maxを比較 して図5.4.14に 示す。

設計外力分布形における2次 の成分 を変化 させ ることにより、最大応答層間変位は、特 に上層部

で変化す る。モー ドの差分 による漸増載荷解析結果が これに追随する必要があるが、地震応答解析

結果の変化 に比べる と漸増載荷解析結果の変化は若干鈍い。

最大応答層間変位 に関する推定値比は、下層部や 中層部では、3種 類の構造物 間でほ とん ど差が

無い。12層 では、 どちらの応答スペク トルに対 して も、設計外力分布形 にお ける2次 の係数 を負側

にシフ トした構造物12cNの 方が小 さい。上層部の設計層せん断力係数が大 きく、上層部の応答が相

対 的に小 さくなるほど、上層部の推定値は過大にな りがちである。

(2) 部材の耐力の分布 の影響

部材の耐力の分布 を変動因子 とした5種 類の構造物の部材の塑性率の分布 について、地震応答解

析結果 と提案方法による推定値の比較 を図5.4.12に 示す。いずれ も、応答スペ ク トルSa1と の組み

合 わせであ り、全体塑性率 を1.60と す る。 また、5種 類の構造物 と応答スペク トルSa2お よびSa4

の組み合わせにおける最大応答層 間変位について、1層 の推定値比r1、5層 および6層 の推定値比

の大 きい方r5, 6、お よび12層 の推定値比r12と 全体塑性率の関係 を図5.4.13に 示す。

すべ ての構造物において、地震応答解析結果 の最大値は、下層部ではモー ドの直和 による漸増載

荷解析結果に近 く、上層部ではモー ドの差分 による漸増載荷解析結果 に近い。基準 となる構造物12c

については、中層部の梁 と13 (R) 階お よび12階 の梁 において、地震応答解析結果の最大値が漸増載荷

解析結果 を若干上回っている。 これは、上層部の部材 の強度 を高めた構造物12c1お よび上層部の部

材 の強度 を弱めた構造物12c2で も全 く同様である。最上層の最大応答層 間変位 に関する推定値比 は、

構造物12cで は1.05、 構造物12c1で は1.09、 構造物12c2で は1.11で ある。上層部の部材 の強度 を変

化 させれば、地震応答変形の分布 も大 きく変化す るものの、漸増載荷解析結果 も追随 して変化する

ため、推定値比rの 変化は小 さい。中層部や下層部の部材の強度 を変化 させ た場合 も同様で、変形

の分布 自体は変化 して も、推定値比の変化 は小 さい。部材の強度の分布 に関わ らず、2種 類 の漸増
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載荷解析を用いた推定方法は有効である。

(3) 弾性剛性 の分布の影響

弾 性剛 性 の分布 を変動 因子 と した3種 類 の構 造物 にお ける部材 の塑性率 の分 布 につ い て、 地震 応

答 解析 結 果 と提 案 方法 に よる推 定値 の比 較 を図5.4.17に 示す 。応 答 ス ペ ク トルSa1と 全 体 塑性 率1.6

との 組 み 合 わ せ (12c-Sa1-1.6)、 お よ び 応 答 ス ペ ク トルSa2と 全 体 塑 性 率4.0の 組 み 合 わせ

(12c-Sa2-4.0) を採 り上 げ て示 してい る。 また、3種 類 の構 造物 と応 答 スペ ク トルSa2お よびSa4

の 組 み合 わせ にお け る最大 応 答層 間変位 につい て、1層 の推 定値 比r1・max、5層 お よび6層 の推 定値

比 の大 きい方r5, 6・max、お よび12層 の推定 値比r12・maxを 比較 して図5.4.18に 示 す。

5.3.2 (4) においては、弾性剛性の分布の違いによって最適外力分布形 にも大 きな差が生 じる場合

があった。 これに対 して、2種 類の漸増載荷解析 を行 うことにすれば、推定値比 に多少の差がある

ものの、すべ ての構造物 において、地震応答解析結果の最大値 は、下層部ではモー ドの直和 による

漸増載荷解析結果 に近 く、上層部ではモー ドの差分 による漸増載荷解析結果に近い。

Sa2-4.0に 対 しては、構造物12cBほ ど最適外力分布形の2次 の係数がゼロに近かった。 これに対

して、モー ドの直和 およびモー ドの差分 における2次 の係数は、各構造物でほとんど差が ない。そ

のため、Sa2-4.0に 対 する推定値比の分布 は構造物によって異 な り、上層部では構造物12cBほ ど小

さく、下層部では構造物12cBほ ど大 きい。

(4) 剛性分布の変化の影響

これまで検討 してきた構造物 では、すべ ての部材の降伏点割線剛性低下率が等 しいため、塑性域

において想定す る振動モー ドが弾性 の振動モー ドと等 しい と仮定 して きた。降伏点剛性低下率が変

化す る構造物12cYや 想定する崩壊機構 を変化 させた構造物12cZに おいては、外力分布形 を設定する

際に どの ような振動モー ドを使用するかが検討事項 となる。そ こで、各部材 の剛性低下 を考慮 した

等価振動系 を設定 し、その振動モー ドと弾性振動モー ドを比較す ることにする。ここで設定する等

価振動系モデルは4.2.1 (2) におけるもの と同様であ り、構造物12cYで は、降伏 ヒンジを計画 しない

部材 には初期剛性 を与 え、降伏 ヒンジを計画する部材 に対 しては降伏点割線剛性 を等価剛性 として

与 える。構造物12cZで は、1層 の柱頭お よび柱脚のみが降伏強度に達す ることを想定 し、これ らの

部材 には降伏点割線剛性 を与 え、それ以外 の部材 に対 しては初期 剛性 を与える。等価振動系モデル

の振動モー ドと弾性振動モー ドの比較 は図4.2.4に 示 している。

2種 類 の構造 物 にお け る部材 の塑性 率 の分布 につい て、地 震応 答 解析結 果 と提案 方法 に よる推定

値 の比 較 を図5.4.19に 示す 。外 力 分布 形 を求 め る際 の刺 激 関数 と して、弾 性剛 性 に よる振動 モ ー ド

お よび等 価 剛性 に よる振 動 モ ー ドの2通 りを比 較 して い る。構 造物12cYに 対 しては、応 答 スペ ク ト

ルSa1と 全 体 塑性率1.6と の組 み合 わせ (12cY-Sa1-1.6)、 応 答 スペ ク トルSa2と 全 体 塑性 率4.0の 組

み合 わせ (12cY-Sa2-4.0)、 お よび応答 スペ ク トルSa4と 全体 塑性 率2.0の 組 み合 わせ (12cY-Sa4-2.0)

と し、構 造 物12cZに 対 して は、応答 ス ペ ク トルSa1と 全 体 塑性率1.4と の組 み合 わせ (12cZ-Sa1-1.4)
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お よび応答スペク トルSa4と 全体塑性率1.6の 組 み合わせ (12cZ-Sa4-1.6) を採 り上げて示 している。

また、2種 類の構造物 と応答スペ ク トルSa2の 組み合 わせにおける最大応答層間変位の推定値比 に

ついて、弾性剛性による振動モー ドお よび等価剛性 による振動モー ドの2通 りをそれぞれ用いた場

合 を比較 して図5.4.20に 示す。

構造物12cYに おいては、等価剛性に よる振動モー ドの方が上層部の刺激 関数が大 きい。そのため、

漸増載荷解析結果は、上層部の算定値 は等価剛性による方が大 き くな り、下層部の算定値 は弾性剛

性 による方が大 きい。12cY-Sa1-1.6に おいては、弾性剛性による上層部の算定値 は地震応答解析結

果 を下回ってお り、12cY-Sa2-4.0に おいては、等価剛性 による下層部 の算定値の方が地震応答解析

結果 を下 回る度合いが大 きい。弾性剛性 と等価剛性のいずれを用いる方が相応 しいかの判断 は難 し

い。応答スペク トルSa2と の組み合わせにおける最大応答層 間変位 に関す る推定値比 を見 る と、弾

性剛性 を用いた方が各層の推定値比は1.0に より近い。

構造 物12cZは 、想定する崩壊機構が他の構造物 と異なるが、構造物12cZに おいて も、下層部の上

限値 はモー ドの直和により与 えられ、上層部の上限値 はモー ドの差分 により与 えられる。ただ し、

全体塑性率が大 きい時の1層 の推定値比が大 きくなる傾 向がある。構造物12cZで は、等価 剛性 によ

る振動モー ドの方が下層部の刺激関数が大 きい。そのため、漸増載荷解析 による下層部の算定値 は

等価 剛性 による方が大 きい。12cZ-Sa4-1.6に おいては、1層 柱頭お よび柱脚の塑性率 に関す る弾性

剛性による算定値 は過小評価 の程度が大 き く、 この点 に関 しては等価剛性 を用いる方が相応 しい。

5-4-14



(1a) 外 力分 布 (1b) モー ド直 和 (1c) モー ド差分

(1) 12c-Sa2-0.6

(2a) 外 力分 布 (2b) モ ー ド直和 (2c) モー ド差分

(2) 12c-Sa2-2.0

(3a) 外 力分 布 (3b) モー ド直和 (1c) モ ー ド差分

(3) 12c-Sa2-4.0

図5.4.1 漸増載荷解析の実行例
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(1a) 床変 位 (1b) 部材 変形 (1c) 層 間 変形 (1d) 層せ ん断 力

(1) 12c-Sa2-0.6

(2a) 床変位 (2b) 部材 変 形 (2c) 層 間変 形 (2d) 層せ ん断 力

(2) 12c-Sa2-2.0

(3a) 床 変位 (3b) 部材 変形 (3c) 層 間 変形 (3d) 層せ ん 断力

(3) 12c-Sa2-4.0

図5.4.2 地震応答解析結果 と漸増載荷解析結果の比較例

5-4-16



(1) 12a-Sa4-3.0 (2) 12b-Sa1-2.0 (3) 12b-Sa3-3.0

(4) 12c-Sa2-4.0 (5) 12d-Sa3-1.0 (6) 12e-Sa1-1.0

(7) 12f-Sa2-0.8 (8) 12f-Sa2-2.4 (9) 12g-Sa1-2-4

図5.4.3 部材 塑性率 の分 布 ―固 有周期 の影 響 ―
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(1) 12c-Sa2-4.0 (2) 12e-Sa4-3.6 (3) 12g-Sa1-2.4

図5.4.4 部材塑性率の分布―2次 モー ドの係数の影響―

(1) 12c-Sa2-4.0 (2) 12e-Sa4-3.6 (3) 12g-Sa1-2.4

図5.4.5 部材 塑性率 の 分布―3次 モー ドの考慮 ―

(1) 12c-Sa2-4.0 (2) 12e-Sa4-3.6 (3) 12g-Sa1-2.4

図5.4.6 層せ ん断 力の 分布―3次 モー ドの考慮 ―
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図5.4.7 最大応答層間変位に関する推定値比の度数分布 ―固有周期の影響―

(1) 全体 塑性 率1.0 (2) 全体 塑性 率2.0 (3) 全 体塑性 率3.0

図5.4.8 最大応答層 間変位 に関する最大推定値比 ―固有周期の影響―

(1) 12a-Sa4 (2) 12c-Sa2 (3) 12g-Sa1

図5.4.9 最大応答層間変位に関す る推定値比 ―固 有周期の影響 ―
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(1) 層せん断力 (2) 柱 の 曲げモ ー メン ト

12g-Sa1-2.0

図5.4.10 層せ ん断 力 と柱の 曲 げモー メ ン トの分布

(1) 1～4, 7～10層 の 最 大 (2) 12層

(2次 モー ドの係数: 方 法2)

図5.4.11 層せん断力に関す る推定値比 ―2モ ー ドの直和および差分 ―

(1) 1～11層 の 最 大 (2) 12層

(各次モー ドの係数: 方法4)

図5.4.12 層せん断力に関す る推定値比 ―考慮する次数の影響 ―
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(1a) 12cN 2次- (1b) 12c0基 準 (1c) 12cP 2次+

(1) 12c-Sa2-2.0

(2a) 12cN 2次- (2b) 12c0基 準 (2c) 12cP 2次+

(2) 12c-Sa4-4.0

図5.4.13 部材塑性率の分布 ―設計外力分布形の影響 ―

(1) 1層 (2) 5・6層 (3) 12層

図5.4.14 最大応答層間変位に関する推定値比 ―設計外力分布形の影響―
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(1a) 12c基 準 (1b) 12c1上 層 部 強 (1c) 12c2上 層 部 弱

(1d) 12c3中 層 部 弱 (1e) 12c4下 層 部 弱

(1) 12c-Sa1-1.6

図5.4.15 部材塑性率の分布 ―部材の耐力の分布の影響―

(1) 1層 (2) 5・6層 (3) 12層

図5.4.16 最大応答層間変位に関する推定値比 ―部材の耐力の分布の影響―
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(1a) 12cA一 定 型 (1b) 12c漸 減 型 (1c) 12cB激 減 型

(1) 12c-Sa1-1.6

(2a) 12cA一 定 型 (2b) 12c漸 減 型 (2c) 12cB激 減 型

(2) 12c-Sa2-4.0

図5.4.17 部材塑性率の分布 ―弾性剛性の分布の影響 ―

(1) 12cA-Sa2, Sa4一 定 型 (2) 12c-Sa2, Sa4漸 増 型 (3) 12cB-Sa2, Sa4激 減 型

図5.4.18 最大応答層間変位に関す る推定値比 ―弾性剛性の分布の影響 ―
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(1) 12cY-Sa1-1.6 (2) 12cY-Sa2-4.0 (3) 12cY-Sa4-2.0

(4) 12cZ-Sa1-1.4 (5) 12cZ-Sa4-1.6

図5.4.19 部材塑性率の分布 ―剛性分布の変化の影響 ―

(1) 12cY-Sa2 (2) 12cZ-Sa2

図5.4.20 最大応答層間変位に関する推定値比 ―剛性分布の変化の影響―
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5.5 ま と め

本章では、与 えられた設計スペ ク トルに対する鉄筋 コンクリー ト構造物の各部位 に生 じる地震最

大応答 を合理的 に推定する方法について検討 した。

5.1節 では、同一の応答 スペ ク トル を有する地震動 に対す る最大応答のば らつ きについて検討 した。

まず、2.2節で設定 したフーリエ位相 を既往の強震観測記録から定めた5種 類 の模擬地震動 を用い

て、同一応答スペ ク トルを有す る入力地震動 における最大応答の変動係数を定量化 した。小 変形 に

おける最大応答層 間変位 に関す る変動係数 は全層 で15%程 度であった。各層 の最大応答層 間変位の

ばらつきは、その層 に隣接する部材 の平均塑性率が1.0を 超 える と急増する傾向があ り、上層部 ほど

顕著 であった。隣接する部材 の平均塑性率が1.0を 超 える領域では、中下層部 の変動係数 は25%程 度

で一定であ り、上層部では上層ほ ど変動係数が大 きい。12階 建 て構造物 の12層 では47%程 度、30階

建て構造物の30層 では89%程 度であ った。 また、最大応答1次 等価変位の変動係数10～20%程 度 で

あ り、最大応答層せ ん断力 の変動係数 は、最大応答層 間変位の変動係数 に比べて小 さく、全体塑性

率 の大小 に関わらず2.0～15%で あった。

次 に、位相特性 をランダムに定めた100種 類の模擬地震動、およびEl Centro NS (1940) と同一の

フー リエ位相差分 スペ ク トル を有する100種 類の模擬地震動 を用いて検討 した。これ らの模擬地震動

を用いた検討で も、変動係数は5種 類の模擬地震動 を用いた場合 と同程度であった。すなわち、応

答スペク トルが同一で、かつ、フー リエ位相差分スペ ク トル も同一であ って も、最大応答のばらつ

きは大 きい。本研究では、位相特性 と地震最大応答の関係の解明で きず、サ ンプル とすべ き地震動

時刻歴の選択 に関する提言 をす るには至 らなかった。

5.2節 では、平面骨組モデルよりも容易な地震応答解析方法 として、せ ん断型多質点系モデル を用

いる方法を採 り上げ、その問題点 と改善方法 について検討 した。

既往のモデル化方法 による多質点系地震応答解析 では、特に、降伏変形を超 える領域における最

大応答層 間変位の分布 について、平面骨組 モデルによるもの と著 しく異 なる場合がある。多質点系

モデルの解の精度 は、第一 に、層のせ ん断バネの復元力特性 に大 きく関わって くる。梁降伏先行型

の構造物 においては、漸増載荷解析 における上層部の層せん断力係数が相対的に大 きいほど上層部

の降伏層せん断力 を過大 に評価することになる。上層部の層せん断力係数が過度に大 きければ、上

層部の応答の過小評価 につ なが る。第二に、多質点系モデルのその ものの問題点 として、層 間の連

成効果を考慮で きず、動的 な層せん断力の増大 を考慮 できない ことが挙 げられる。その結果、多質

点系モデルによる地震応答解析では、特定の層 に変形が集中する、応答が正負のいずれかに偏 る、

とい う傾向がある。

多質点系モデルを用 いた地震応答解析 による推定方法の改善案 として、(1) 漸増載荷解析 における

外力分布形 は層せ ん断力係数Ai分 布 とする、(2) 各層 の降伏後剛性 は、漸増載荷解析結果をモデル

化 して得 られる値 に対 して4.0倍 に増幅す る、(3) 漸増載荷解析結果 を用いて部材の最大応答値 を求

め る際 に、最上層 部の解析参照ステップを割 り増す、とい う方法を提案 した。提案方法は、細部の

精度 には依然問題 も残 るが、30階 建て構造物の大変形の応答に対 して も適用可能であ り、既往 に比

べ れば大幅 に推定精度が増す。
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5.3節 お よび5.4節 では、縮約1自 由度系の最大応答 と漸増載荷解析 を組み合 わせ て推定する方法

について検討 した。まず、1次 等価変位の最大応答 を算 出 し、次 に、静的非線形解析 によ り1次 等

価変位がそれと等 しくなるまで漸増載荷を行 い、得 られた解 を構造物の各部位の最大応答 の推定値

とする方法である。ここでは、後半の漸増載荷解析方法 に的を絞って検討 を行 った。

ここでは、推定方法の 目標 を、2.2節 で設定 した5種 類ずつの模擬地震動 による地震応答解析結果

の最大値 を評価することに設定 した。 これは、位相特性 ごとにば らつ きが生 じる最大応答 の80%上

限値程度 に相当す る値 を推定することに相当す ると考えた。

5.3節 では、高次モー ドを考慮 した最適外力分布形 による漸増載荷解析結果に全層 に一様 な増幅係

数 を乗 じる方法を検討 した。

最適外力分布形は、低次3モ ー ドのモー ドに比例 した外 力分布形の線形和 で表す ことにし、固有

周期 を変動因子 とする構造物群 について、応答スペ ク トルと全体塑性率 の組 み合わせ ごとに導出 し

た。最適外力分布形 における2次 お よび3次 の係数 は、モー ドの加速度応答 スペ ク トル値 の比率 よ

り推定することがで きた。 ここで、モー ドの加速度応答スペク トル値は、弾性応答 スペ ク トル、固

有周期の伸びを考慮 した等価周期、および減衰の増大 を考慮 した等価減衰 を用いて算定 した。2次

モー ドの加速度応答スペク トル値の比率が増大するほど、最適外力分布形 における2次 の係数は減

少 し、3次 の比率の増大 に伴 って3次 の係数は増大 した。

最大応答層 間変位 の推定のために全層に一様 に乗 じる増幅係数は、全体塑性率0.6以 下では1.8程

度、全体塑性率1.6以 上では2.5程 度であった。全体塑性率0.6よ り大 きく1.8未 満では、増幅係数 は

概ね2.0程 度であるが、3.0を 超える増幅係数を必要 とす る解析例 も多 かった。層せん断力係数Ai分

布、1次 モー ド比例外力分布 あるいはモー ドの2乗 和平方 に比べれば、概ね、小 さい増幅係数に納

まっている。 しか し、大 きな増幅係数 を必要 とする解析例 も少 な くな く、 また、構造 物 に関する別

の因子の影響 を考慮す るためにはさらなる検討 を必要 とす る。

5.4節 では、外力分布形 をモー ドの直和お よび差分 とした2種 類の漸増載荷解析 を行 い、その うち

の大 きい方 を地震最大応答の推定値 とする方法 について検討 した。

構造物、応答スペク トルおよび全体塑性率 の組み合 わせご とに推定方法の適用性 を検討 した結果、

いずれの解析例において も、モー ドの直和 による漸増載荷解析結果 により下層部の上限値が与えら

れ、モー ドの差分 による漸増載荷解析結果 により上層部 の上限値が与え られた。ただ し、推定精度

に関 しては、外力分布形 における2次 モー ドの係数の設定方法に関わって くる。この2次 の係数は、

モー ドの加速度応答スペク トル値 の比率によ り与えることにし、弾性応答スペ ク トルと、固有周期

の伸 びと減衰 の増大を考慮 した等価周期および等価減衰 により算定する。等価周期 として、全体塑

性率1.0未 満では最大応答点 に対応する周期 とし、全体塑性率1.0以 上では降伏点 に対応す る周期 と

す るのが最 も適当である。 また、3次 モー ドを考慮することは、面倒 さが増す割に効果が小 さい。

2種 類の漸増載荷解析 による推定方法は、最適外力分布形で は考慮す ることが難 しかった諸 因子

を変動 させた構造物について も有効である。 また、剛性分布が変化する場合、弾性振動モー ドよ り

も、剛性低下を考慮 した等価振動系による振動モー ドを用いる方が若干であるが推定精度が増 した。

最大応答層せん断力 に関 しては、4次 までのモー ドの層せん断力応答の絶対値和で推定で きる。
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